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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の2に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第1四半期連結
累計期間

第52期
第1四半期連結

累計期間
第51期

会計期間
自 2022年9月1日
至 2022年11月30日

自 2023年9月1日
至 2023年11月30日

自 2022年9月1日
至 2023年8月31日

売上高 (百万円) 43,123 52,646 183,244

経常利益 (百万円) 1,752 3,760 7,949

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,329 2,701 5,154

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,525 3,887 5,491

純資産額 (百万円) 95,219 102,331 99,031

総資産額 (百万円) 149,865 160,263 155,121

1株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 27.20 55.19 105.62

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 27.13 54.63 105.23

自己資本比率 (％) 63.1 63.6 63.5

(注) 1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

2．1株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基

礎となる普通株式の期中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ES0P）

　 」制度の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式を控除対象の自

己株式に含めて算定しております。

2 【事業の内容】

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当第1四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経

営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識して

いる主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はあ

りません。

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第1四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が和らぎ、経済活動の緩やか

な持ち直しの動きが見られましたが、ロシア・ウクライナ情勢の長期化や世界的な資源価格の高騰、円安による物

価の上昇等により、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

外食産業におきましては、新型コロナウイルス感染症への行動制限が緩和されたことで、経済活動の正常化が進

み始め個人消費は回復の基調を見せつつありますが、慢性的な人手不足に加え資源価格の高騰と円安による食材価

格やエネルギー価格の上昇の影響により、引き続き厳しい経営環境となっております。

このような状況のもと当社グループといたしましては、世界中の人々においしくて健康的なイタリアの家庭料理

を店舗で便利に楽しく食べていただく事を目指し、チェーンストアシステムの構築とフードサービス業の真の産業

化に向けて動き始めました。2023年9月には、店舗マネジメントレベル向上のため店舗運営部組織にゾーンマネジャ

ーを設置いたしました。工場では食の安全と品質管理のため、検査体制をより強化いたしました。今後、店舗作

業・商品の改革に着手し、収益力の底上げを行ってまいります。

これらの取り組みの結果、当第1四半期連結累計期間の売上高は、526億46百万円（前年同期比22.1％増）、営業

利益は34億59百万円（前年同期比103.8％増）、経常利益は37億60百万円（前年同期比114.5％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益は27億1百万円（前年同期比103.2％増）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

　新型コロナウイルス感染症への行動制限が緩和され、感染症法上の分類が5類に移行したことで、経済及び社会

活動の正常化が進み、客数は増加傾向にあります。しかしながら、資源価格の高騰と円安による食材価格やエネ

ルギー価格の上昇の影響を受けており、売上高は328億6百万円（前年同期比19.6％増）、営業利益は25百万円

（前年同期は4億43百万円の営業損失）となりました。

②豪州

　当社で使用する食材の製造等を行っており、売上高24億55百万円（前年同期比44.9％増）、営業利益は2億51百

万円（前年同期比127.5％増）となりました。

③アジア

　新型コロナウイルス感染症に関わる各種規制が緩和され、経済活動が活発化される中、新規出店を継続的に進

め、店舗数が増加したことなどにより、売上高は198億34百万円（前年同期比26.5％増）、営業利益は32億63百万

円（前年同期比56.3％増）となりました。

当第1四半期連結会計期間末の総資産は1,602億63百万円となり、前連結会計年度末と比較して51億41百万円の

増加となりました。主な要因は、現金及び預金の増加36億26百万円などであります。

負債合計は579億32百万円となり、前連結会計年度末と比較して18億41百万円の増加となりました。主な要因

は、買掛金の増加6億99百万円、賞与引当金の増加9億82百万円、リース債務の増加3億13百万円などであります。

純資産合計は1,023億31百万円となり、前連結会計年度末と比較して32億99百万円の増加となりました。この結

果、自己資本比率は63.6％となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(3) 研究開発活動

特記事項はありません。

3 【経営上の重要な契約等】

当第1四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 73,208,000

計 73,208,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2023年11月30日)

提出日現在発行数(株)
(2024年1月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 52,272,342 52,272,342
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数
100株

計 52,272,342 52,272,342 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
(千株)

発行済株式総
数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年9月1日～
2023年11月30日

― 52,272 ― 8,612 ― 9,007

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第1四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第1四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(2023年8月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

① 【発行済株式】

2023年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 2,709,200 ― ―

完全議決権株式(その他)(注) 普通株式 49,494,800 494,948 ―

単元未満株式 普通株式 68,342 ― 1単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 52,272,342 ― ―

総株主の議決権 ― 494,948 ―

(注)1．「完全議決権株式(その他)」の株式数には㈱証券保管振替機構名義の株式が600株、また、議決権の数には、

　同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数6個が含まれております。

　 2．「完全議決権株式(その他)」の株式数には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制

　度の信託財産として所有する当社株式626,300株、また、議決権の数には6,263個を含めております。

② 【自己株式等】

2023年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社サイゼリヤ 埼玉県吉川市旭2－5 2,709,200 ― 2,709,200 5.18

計 ― 2,709,200 ― 2,709,200 5.18

（注）従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行

　 （信託E口）が保有する当社株式626,300株は、上記自己株式に含まれておりません。

2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年９月１日から2023年

11月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年９月１日から2023年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 67,855 71,481

売掛金 1,508 1,564

テナント未収入金 ※1 2,017 ※1 1,838

商品及び製品 10,220 10,973

原材料及び貯蔵品 1,305 1,663

その他 4,747 4,762

流動資産合計 87,654 92,284

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,227 25,183

機械装置及び運搬具（純額） 1,403 1,399

工具、器具及び備品（純額） 3,827 3,897

土地 6,847 6,853

リース資産（純額） 47 45

使用権資産（純額） 12,826 13,330

建設仮勘定 484 449

有形固定資産合計 50,664 51,159

無形固定資産 427 411

投資その他の資産

投資有価証券 279 259

敷金及び保証金 10,718 10,670

建設協力金 29 27

長期貸付金 30 30

繰延税金資産 5,182 5,287

その他 147 143

貸倒引当金 △12 △12

投資その他の資産合計 16,374 16,406

固定資産合計 67,466 67,978

資産合計 155,121 160,263
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2023年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年11月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 8,513 9,213

1年内返済予定の長期借入金 12,500 12,500

リース債務 6,366 6,577

未払法人税等 1,472 1,401

賞与引当金 1,541 2,523

株主優待引当金 207 258

資産除去債務 243 167

その他 8,635 8,445

流動負債合計 39,480 41,088

固定負債

株式給付引当金 1,251 1,297

リース債務 7,649 7,751

繰延税金負債 4 7

資産除去債務 7,601 7,666

その他 102 121

固定負債合計 16,609 16,843

負債合計 56,090 57,932

純資産の部

株主資本

資本金 8,612 8,612

資本剰余金 11,201 11,296

利益剰余金 77,377 79,187

自己株式 △7,388 △7,167

株主資本合計 89,802 91,928

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 8,767 9,953

その他の包括利益累計額合計 8,767 9,953

新株予約権 461 449

純資産合計 99,031 102,331

負債純資産合計 155,121 160,263
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年９月１日
　至 2022年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
　至 2023年11月30日)

売上高 43,123 52,646

売上原価 16,564 21,405

売上総利益 26,559 31,240

販売費及び一般管理費 24,862 27,781

営業利益 1,697 3,459

営業外収益

受取利息 129 250

為替差益 － 90

保険金収入 0 0

補助金収入 97 8

雇用調整助成金 6 －

その他 168 122

営業外収益合計 402 472

営業外費用

支払利息 143 133

為替差損 111 －

その他 92 37

営業外費用合計 347 170

経常利益 1,752 3,760

特別利益

補償金収入 － 73

新株予約権戻入益 1 1

特別利益合計 1 74

特別損失

減損損失 21 152

固定資産除却損 43 42

店舗閉店損失 56 29

その他 23 6

特別損失合計 144 231

税金等調整前四半期純利益 1,609 3,603

法人税、住民税及び事業税 405 984

法人税等調整額 △125 △82

法人税等合計 280 901

四半期純利益 1,329 2,701

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,329 2,701
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【四半期連結包括利益計算書】

【第1四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年９月１日
　至 2022年11月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年９月１日
　至 2023年11月30日)

四半期純利益 1,329 2,701

その他の包括利益

為替換算調整勘定 196 1,185

その他の包括利益合計 196 1,185

四半期包括利益 1,525 3,887

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 1,525 3,887

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※1．テナント未収入金

　ショッピングセンター及び百貨店等にテナントとして出店している店舗の売上金入金額から相殺すべき賃借料、

水道光熱費及び諸経費を差し引いたショッピングセンター及び百貨店等に対する未収入金であります。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第1四半期

連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は次のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
(自 2022年9月1日
至 2022年11月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2023年9月1日
至 2023年11月30日)

減価償却費 3,112百万円 3,168百万円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間(自 2022年9月1日　至 2022年11月30日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年11月29日
定時株主総会

普通株式 891 18 2022年8月31日 2022年11月30日 利益剰余金

　 (注)配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として, 株式

　 会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。

Ⅱ 当第1四半期連結累計期間(自 2023年9月1日　至 2023年11月30日)

配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年11月28日
定時株主総会

普通株式 892 18 2023年8月31日 2023年11月29日 利益剰余金

　 (注)配当金の総額には、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として, 株式

　 会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有する当社株式に対する配当金11百万円が含まれております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第1四半期連結累計期間(自 2022年9月1日　至 2022年11月30日)

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計

日本 豪州 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 27,434 5 15,683 43,123 43,123

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― 1,690 ― 1,690 1,690

計 27,434 1,695 15,683 44,813 44,813

セグメント利益又は損失(△) △443 110 2,087 1,754 1,754

2．報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

3．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　 (差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,754

セグメント間取引消去 △57

四半期連結損益計算書の営業利益 1,697

4．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

5．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2023年9月1日　至 2023年11月30日)

1．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計

日本 豪州 アジア 計

売上高

外部顧客への売上高 32,806 6 19,834 52,646 52,646

セグメント間の内部売上高又
は振替高

― 2,449 ― 2,449 2,449

計 32,806 2,455 19,834 55,096 55,096

セグメント利益 25 251 3,263 3,540 3,540

2．報告セグメントごとの資産に関する情報

該当事項はありません。

3．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　 (差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 3,540

セグメント間取引消去 △81

四半期連結損益計算書の営業利益 3,459

4．報告セグメントの変更等に関する事項

該当事項はありません。

5．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

なお、顧客との契約から生じる収益以外の収益はありません。
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(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額及び算定上の基

礎は、以下のとおりであります。

前第1四半期連結累計期間
(自 2022年9月1日
至 2022年11月30日)

当第1四半期連結累計期間
(自 2023年9月1日
至 2023年11月30日)

（1）1株当たり四半期純利益金額 27円20銭 55円19銭

（算定上の基礎）

　親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(百万円)

1,329 2,701

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(百万円)

1,329 2,701

普通株式の期中平均株式数(千株) 48,882 48,953

（2）潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額 27円13銭 54円63銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する
四半期純利益調整額（百万円）

― ―

普通株式増加数（千株） 114 508

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

― ―

（注）1株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期

中平均株式数については、従業員インセンティブ・プラン「株式給付信託（J-ESOP）」制度の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行（信託E口）が所有している当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しておりま

す。

1株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の

期中平均株式数は前第1四半期連結累計期間645千株であり、当第1四半期連結累計期間624千株であります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

2 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

2024年1月12日

株式会社サイゼリヤ

取締役会 御中

　

有限責任監査法人トーマツ

さいたま事務所

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 孫 延 生

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 藤 井 淳 一

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社サイゼリ

ヤの2023年9月1日から2024年8月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2023年9月1日から2023年11月30日

まで）及び第1四半期連結累計期間（2023年9月1日から2023年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社サイゼリヤ及び連結子会社の2023年11月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

　



実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュ

ー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結

財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明すること

が求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象

や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上
　
(注) 1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2024年1月12日

【会社名】 株式会社サイゼリヤ

【英訳名】 SAIZERIYA CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 松谷 秀治

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 埼玉県吉川市旭2番地5

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町2番1号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長松谷秀治は、当社の第52期第1四半期（自 2023年9月1日 至 2023年11月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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